
 

１ 保育士修学資金貸付事業の概要 
 

（１）目的 

群馬県内の保育士養成施設（通信制を除く）に在学（入学を希望する方を含む。）し、

保育士の資格取得後に群馬県内で児童の保護等の業務に従事する意思を有する方に修学資

金を貸し付けることにより、地域の保育人材の育成及び確保並びに定着を支援することを

目的とする。  

 

（２）実施主体 

社会福祉法人群馬県社会福祉協議会（以下「県社協」という。）が行います。 

 

（３）貸付対象・条件等 

 ① 貸付対象  

ア 群馬県内の保育士養成施設に在学している方（通信制を除く）（入学を希望する 

方を含む。） 

イ 保育士養成施設を卒業後、速やかに保育士の登録を行い、１年以内に群馬県内に 

おいて児童の保護等の業務に従事する意思がある方 

    ウ 優秀な学生であって、かつ、家庭の経済状況から真に本修学資金の貸付けが必要と

認められる方。 

エ 同種の修学資金を他から受けていない方。 

オ「家庭の経済状況」については、世帯（父母等）の年間課税所得が３５０万円程度

を目安とします。 

② 貸付額等  

下記の金額を貸し付けます。  

学費 月額   ５０，０００円  

入学準備金 ２００，０００円（初回の貸付時）  

就職準備金 ２００，０００円（最終回の貸付時） 

生活扶助加算※ 

※生活保護受給世帯、生活保護に準ずる世帯（非課税世帯等）の方を対象としま

す。金額については、年齢や居住地域により異なります。別表でご確認下さい。  

③ 貸付利子は無利子です。 

④ 貸付期間は、養成施設に在学する期間とします。ただし、２年間を限度とします。 

⑤ 連帯保証人が必要です。（貸付希望者が未成年の場合は、法定代理人として下さ

い。） 

 

（４）貸付方法 

修学資金は、県社協と貸付対象者との契約により貸し付けます。 

 

（５）資金の交付 

貸付方法 

① 貸付契約により、貸付金は、年に２回（毎回月額６ヶ月分ごと）指定の口座に振り  

 込みます。  

② 入学準備金は、第１回の送金時に月額貸付金と合わせて一括して貸し付けます。  

③ 就職準備金は、最終回の送金時に月額貸付金と合わせて一括して貸し付けます。  

 

 



（６）貸付契約の解除 

県社協会長は、貸付けの決定又は交付を受けている方が、下記のいずれかに該当したと

きは、貸付契約を解除します。  

① 養成施設を退学したとき。 

② 心身等の故障等のため養成施設を卒業する見込みがなくなったと認められるとき。 

③ 学業成績が著しく不良となったと認められるとき。 

④ 死亡したとき。 

⑤ 修学資金の貸付期間中に貸付契約の解除を申し出たとき。 

⑥ その他修学資金の貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められるとき。 

 

（７）貸付けの休止 

貸付けの決定又は交付を受けている修学生が養成施設を休学し、又は停学の処分を受け

たときは、貸付けを休止します。 

 

（８）返還 

返還の方法は、月賦、一括のいずれか希望する方法とし、納入通知書により金融機関の

窓口から納付していただきます。 

① 返還が始まるとき。  

ア  退学等の理由により貸付契約が解除されたとき。  

イ  養成施設を卒業後速やかに保育士として登録せず、又は1年以内に県内において 

児童の保護等の業務に従事しなかったとき。  

ウ  県内において児童の保護等の業務に従事する意思がなくなったとき。  

エ  児童の保護等の業務以外の事由により死亡し、又は心身の故障により業務に従事で

きなくなったとき。  

② 返還の期間は、貸付けを受けた期間の２.５倍に相当する期間とします。  

③ 正当な理由が無く、期日までに貸付金の返還をしなかったときは、延滞利子の支払い 

義務が生じます。  

 

（９）債務の返還猶予 

申請により債務の返還が猶予できる場合。  

① 資金の貸付けを解除された後も引き続き当該養成施設に在学しているとき。 

② 県内において児童の保護等の業務に従事しているとき。 

③ 被災、傷病、心身の故障その他特別の事情により資金の返還が困難であると認められ 

るとき。 

 

（１０）返還債務の免除 

① 申請より返還債務が免除できる場合。 

ア  卒業後１年以内に、県内で児童の保護等の業務に就き、引き続き５年間その業務に

従事したとき（毎年、修学資金返還債務猶予申請書及び在職証明書を提出していただ

きます）。 

イ 児童の保護等の業務上の事由により死亡し、又は心身の故障のため業務を継続する

ことができなくなったとき。 

③  申請により返還債務の一部が免除できる場合。  

ア 県内で２年以上児童の保護等の業務に従事したとき（審査があります）。  

イ 死亡し、又は心身の障害その他特別の事情により貸付けを受けた資金を返還する

ことができないと認められるとき（審査があります）。 

 



（１１）申請方法 

高等学校等を経由して次の書類を県社協に提出してください。 

① 修学資金貸付申請書（別記要領様式第 1号） 

② 身上調書（別記要領様式第２号） 

③ 申請者の住民票 

④ 申請者と生計を一にする家族の所得課税証明書 

⑤ 調査書又は内申書（任意様式）: 高校から申請する場合 

（養成施設の長が発行した推薦調書（別記要領様式第３号）:養成施設から申請する場合） 

⑥ 自己推薦書（別記要領様式第４号） 

・卒業後、中核的な保育士として就労する意欲等が確認できる内容を含んだものとする

こと 

 

（１２）届出の義務 

次に該当する場合は届出が必要になります。  

① 修学生（卒業後も準用）又は連帯保証人の住所・氏名・勤務先等に異動があったと

き。  

② 修学生が退学、留年、休学、若しくは停学又は復学したとき。  

③ 就業したとき。  

④ 就業先を変更したとき。 

⑤ 死亡したとき。  

 

（１３）留意事項  

・養成施設への就学に関し、給付型の奨学金等を活用している方は貸付けの対象とな

りません。 

・審査の結果、ご希望に沿えない場合がありますので、あらかじめご了承下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表）生活扶助費加算（（３）貸付対象・条件等②貸付額等 関係）    (単位：円) 

   

年 齢 

                        級地区分 

１級地－１ １級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２ 

１９歳 

以下 

39,170 37,500 35,410 34,580 33,040 31,560 

２０～ 

  ４０ 

38,430 36,790 34,740 33,930 32,420 31,060 

４１～ 

  ５９ 

39,360 37,670 35,570 34,740 33,210 31,810 

６０～ 

  ６９ 

38,990 37,320 35,230 34,420 32,890 31,510 

７０歳 

  以上 

33,830 32,380 30,580 29,870 28,540 27,340 

※級地区分の適用地域については、「生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１

５８号）」に準ずる。 

（参考）群馬県 級地区分 ※級地区分については、必ずご自身でご確認下さい。 

２級地－１ 前橋市 高崎市 桐生市 

３級地－１ 伊勢崎市 太田市 沼田市 館林市 渋川市 藤岡市 富岡市 安中市  

吾妻郡草津町 利根郡みなかみ町 邑楽郡大泉町 

３級地－２ １級地、２級地及び３級地－１以外の市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



貸付申請 

貸付決定 
 

 

契約 

資金の交付 

希望調査 
 

 

進学先の報告 

入学 

 

２ 手続きについて 
（１） 貸付申込み～貸付期間終了・卒業までの手続き 
         ①高等学校等を経由して希望調査票等を県社協に提出。 

            ◎希望調査票（生活扶助費加算希望の有無） 

            ◎自己推薦書（要領様式第４号） 

            ◎申請者と生計を一にする家族の所得課税証明書 

            （生活保護世帯については、生活保護受給証明書） 

 

 

 
②高等学校等を経由して申請書類等を県社協に提出。 

◎修学資金貸付申請書（要領様式第 1号） 

◎身上調書（要領様式第２号） 

◎申請者の住民票 

◎連帯保証人の住民票等 

◎推薦調書(要領様式第３号) 

◎振込口座（登録・変更）届出書（規程様式第１号） 

○連帯保証人が無職の方･･･市町村が発行する所得証明書等 

 

③県社協において書類審査をし、貸付けの可否を決定。 

④貸付けの可否を申請者に通知。           

 

⑤高等学校等を経由して貸付契約書等を県社協に提出。 

◎修学資金貸付契約書２通（要領様式第５号） 

（契約書作成にあたり、次ページを参照して下さい。） 

◎個人情報に関する同意書 

 

            

           ⑤（高校卒業前に）高校を経由して、県社協に入学の報告。◎ 

            ◎合格証書等の写し             

⑥（養成施設入学後に）養成施設を経由して、県社協に入学の報告。 

◎在学証明書 

 

 

    ⑦指定された口座に資金の送金。 

  交付の時期は、４月～５月、１０月～１１月頃（状況に応じて交付

時期を変更することがあります）。 

  ただし、貸付初年度は、８月～９月 

    

⑧養成施設を経由して借用書を県社協に提出。 

◎借用書（要領様式第９号） 

収入印紙・割印については、次ページの《契約証書作成上の注

意点》を参照して下さい。 

 

貸付期間の

終了 



 

《契約書作成上の注意点》 

 

２部のうち１部に、下記金額の収入印紙（「貸付契約書参考例」をご参照下さい。）を

貼り、割印を押印して下さい。 

           ・貸付総額が、 １０万円を超え ５０万円以下の場合 

                                              →  ４００円の収入印紙 

       ・貸付総額が、 ５０万円を超え １００万円以下の場合 

                           → １，０００円の収入印紙 

       ・貸付総額が、１００万円を超え ５００万円以下の場合 

                       → ２，０００円の収入印紙 

                                       

 

 

                                  契約書に収入印紙を貼付し、 

                                  割印を押印して下さい。 

                                     

                                        

  (別記様式第５号）                                               

            群馬県社会福祉協議会保育士修学資金貸付契約書 

  

 

  

 収入印紙 

貼  付 

 

 

 

   

   社会福祉法人群馬県社会福祉協議会長  （以下「甲」という。）と        

       （以下「乙」という。）は、群馬県社会福祉協議会保育士修学資金貸付 

事業実施要綱（以下「要綱」という。）第４の規定により群馬県社会福祉協議会保育士 

修学資金（以下「修学資金」という。）の貸付けについて、次のとおり契約を締結する。 

 

 第１条 甲は、乙に対し次のとおり修学資金を貸し付けるものとする。 

   貸付総額                 円 

          内訳     月 額 分(生活扶助費加算金を含む。） 

                       入学準備金 

            就職準備金 

                        

  円 

 円 

 円 

  

   貸付期間     年  月  日から   年  月  日まで 

  貸 付 日 各四半期の当初の月の末日（第１四半期においては、甲が連絡した日） 

  ２ 乙は、群馬県社会福祉協議会保育士修学資金貸付事業運営要領（以下「要領」という

。）第６に規定する貸付方法以外の貸付方法による貸付けを受けようとするときは、別紙

によりその旨を甲に申し出てその承認を受けなければならない。 

 

 第２条 乙は、要領第１２の２の規定により修学資金返還計画書を提出したときは、甲の

指示するところにより修学資金の返還の債務を履行するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

      

割

印 



 

（２）養成施設在学中の手続き 
 

① 複数年度にわたり修学資金の貸付けを受けるときは、養成施設を

経由して以下の書類を県社協に提出。 

◎在学証明書（新年度のもの） 

◎成績証明書 

 

 

            ② 養成施設を経由して猶予申請書等を県社協に提出（毎年４月頃）。 

             ◎修学資金返還債務猶予申請書（要領様式第１３号） 

             ◎在学証明書（新年度のもの） 

           ※貸付期間終了後～養成施設卒業まで、毎年４月頃に提出。 

 

 

 

③ 退学・留年・休学・停学及び復学した場合は、以下の書類を養 

成施設を経由して県社協に提出。 

   ◎休学・復学・退学等届（要領様式第１９号） 

 ※休学・停学の期間中は、貸付けは休止となります。 

  

 

 

 

 

 

           ④ 進路変更等により貸付けを辞退するときは、養成施設を経由し

て以下の書類を県社協に提出。 

             ◎修学資金貸付辞退届（要領様式第１０号） 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進級した場合 

(貸付期間内) 

貸付辞退 

する場合 

退学 

留年 

休学 

停学 

復学 

した場合 

貸付期間後、

養成施設在学

の場合 



 

（３）養成施設卒業後の手続き 
○返還猶予・免除の場合 

    養成施設を卒業後、速やかに保育士登録を行い、1 年以内に県内において児童の保

護等の業務に従事した場合は返還債務を猶予します。 

さらに、児童の保護等の業務に５年間以上従事した場合は、貸し付けた修学資金の

返還を免除することができます。 

 

           ① 卒業後、保育士資格を取得・登録し、児童の保護等の業務に従事

した場合、以下の書類を直接、県社協に提出。 

◎修学資金返還債務猶予申請書（要領様式１３号） 

◎在職証明書（様式例） 

◎就業届（要領様式２０号）※従事後、初回の猶予申請のみ 

◎保育士登録証の写し ※従事後、初回の猶予申請のみ 

 

 

 

② 審査の結果は県社協から、申請者に通知します。 

 

 

 

資格取得後、県内において児童の保護等の業務に従事している期 

間は返還猶予となります。 

③毎年、以下の書類を県社協に提出。 

◎修学資金返還債務猶予申請書（要領様式１３号） 

◎在職証明書等 

④休職・退職等となった場合は、返還開始。 

（猶予できる場合もありますのでご相談下さい）。 

 

             

原則として５年間引き続き県内において児童の保護等の業務に 

従事した場合、返還免除となります。 

           ⑤返還免除申請に関する以下の書類を提出。 

 ◎修学資金返還債務免除申請書（要領様式第１２号） 

 ◎在職期間証明書（規程様式第２号） 

 ※事業所等の変更があった場合は、在職していた全ての事業所等 

  の在職期間証明書が必要となります。 

⑥返還免除が決定すると、県社協でお預かりしている「借用証書」

等をお返しします。 

猶予申請 

児童の保護

等の業務に

従事 

返還免除 

申請  

借用証書の

返還 

返還猶予 

決定 



◎「業務従事期間」の計算方法 

 

  原則として、保育士の登録を受けて、県内の施設等に従事した時から起算します。 

  業務への従事期間の計算は、月数によるものとし、児童の保護等の業務に従事した

日の属する月から、当該業務に従事しなくなった日の属する月までを算入します。 

 当該在職期間中に、災害、疾病、負傷その他やむを得ない理由により休職若しくは

停職又は離職の期間があるときは、当該休職若しくは停職の日又は離職の日の翌日の

属する月から、当該休職若しくは停職の期間の終了した日又は再就職した日の前日の

属する月までの月数を控除するものとします。 

 

 【例１】病気による休業期間がある場合 

   ○児童の保護等の業務への従事を開始した日 

    （就職した日）              ：平成３１年 ４月 １日 

    ・病気により休業した日          ：令和 ３年 ５月１０日 

    ・病気により休業した日より復帰し          

     再び従事した日            ：令和 ３年 ８月２５日 

   ○児童の保護等の業務に従事しなくなった日    

    （退職した日）             ：令和 ５年 ３月３１日   

    → 業務従事期間は、平成３１年４月から令和５年３月までの４８月から、休業期間

（令和３年５月から令和３年８月までの４月）を控除した４２月となります。 

     

 【例２】転職による離職期間がある場合 

   ○児童の保護等の業務への従事を開始した日 

    （Ａ施設へ就職した日）         ：平成３１年 ４月 １日 

    ・Ａ施設を退職した日          ：令和 ２年 ７月１０日 

    ・Ｂ施設へ再就職した日         ：令和 ２年 ９月 １日 

 

   ○児童の保護等の業務に従事しなくなった日 

    （Ｂ施設を退職した日）           ：令和 ５年 ３月３１日 

   → 業務従事期間は、平成３１年４月から令和５年３月までの４８月から、離職期間

（令和２年７月から令和２年年８月までの２月）を控除した４６月となります。 

 

 

 

 

 



◎出産・育児に伴う休職又は退職の場合の猶予 

   出産又は育児に伴い、現に従事している児童の保護等の業務を休職し、又は退職する場

合は、次により取り扱います。 

 

提出書類 ◎修学資金返還債務猶予申請書（要領様式１３号） 

     ◎出産・育児に伴う休職･退職届（規程様式第３号） 

     ◎届出に係るこの氏名、生年月日及び届出者との続柄を証する書類 

      （出産証明書、戸籍抄本のいずれか又はその写し） 

 

   ア 産前産後休暇又は育児休業を取得する場合 

      産前産後休暇（労働基準法第 65 条）又は育児休業（育児休業、介護休業等育    

児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第２条第１項）を取得する場    

合は、当該期間は、返還の債務の履行を猶予することができます。 

    

イ 就業先を退職し、再び児童の保護等の業務に従事する場合 

     就業先を退職し、産前産後休暇又は育児休業に相当する期間（※参照）が終了し

た後に、再び児童の保護等の業務に従事することを予定する場合は、当該期間は、

返還の債務の履行を猶予することができます。 

    

※ 産前産後休暇又は育児休業に相当する期間とは、１６週間（産前８週間、産    

後８週間）又は産後１年間とします。 

 

  

 《留意事項》 

  次の場合は、修学資金返還計画書を提出しなければなりません。 

   ア 就業先を退職し、産前産後休暇又は育児休業に相当する期間を超えて児童の保護

等の業務に従事しない場合は、返還債務の免除又は猶予に該当する場合を除き、当

該期間終了後１５日以内に、修学資金返還計画書を提出しなければなりません。 

    

イ 就業先を退職し、産前産後休暇又は育児休業に相当する期間が終了した後に、    

児童の保護等の業務に従事することを予定しない場合は、返還債務の免除又は猶予

に該当する場合を除き、退職した時点から１５日以内に、修学資金返還計画書を提出

しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表）修学資金の返還債務の免除に係る対象業務一覧 
 

（１）児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する「児童発達支援センターその他 の厚生労働省令

で定める施設」、同条第４項に規定する「児童発達支援センターその他の厚生労働省令で定める

施設」、第７条に規定する「児童福祉施設（保育所を含む）」、同法第１２条の４に規定する「児童

を一時保護する施設」及び同法第１８条の６に規定する「指定保育士養成施設」 

 

（２）学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条に規定する「幼稚園」のうち次に掲げるもの 

・教育時間の終了後等に行う教育活動（預かり保育）を常時実施している施設 

・「認定こども園」への移行を予定している施設 

 

（３）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第

77 号）第２条第６項に規定する「認定こども園」 

 

（４）児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定する事業であって同法第３４条の１５第

１項の規定により市町村が行うもの及び同条第２項の規定による認可を受けたもの 

 

（５）児童福祉法第６条の３第１３項に規定する「病児保育事業」であって、同法第３４条の１８第

１項の規定による届出を行ったもの 

 

（６）児童福祉法第６条の３第２項に規定する「放課後児童健全育成事業」であって、同法第３４条

の８第１項の規定により市町村が行うもの及び同条第２項の規定による届出を行ったもの 

 

（７）児童福祉法第６条の３第７項に規定する「一時預かり事業」であって、同法第３４条の１２第

１項の規定による届出を行ったもの 

 

（８）子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３０条第１項第４号に規定する離島その

他の地域において特例保育を実施する施設 

 

（９）児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務又は第３９条第１項に規定する

業務を目的とする施設であって法第３４条の１５第２項、第３５条第４項の認可又は認定こども

園法第１７条第１項の認可を受けていないもの（認可外保育施設）のうち、次に掲げるもの 

ⅰ）法第５９条の２の規定により届出をした施設 

ⅱ）ⅰ）に掲げるもののほか、都道府県等が事業の届出をするものと定めた施設であって、当

該届出をした施設 

ⅲ）雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１１６条に定める事業所内保育施設

設置・運営等支援助成金の助成を受けている施設 

ⅳ）「看護職員確保対策事業等の実施について（平成 22年 3月 24日医政発 0324第 21号）」に

定める病院内保育所運営事業の助成を受けている施設 

ⅴ）国、都道府県又は市町村が設置する児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定

する業務又は法第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設 

 

 

 

 

 

 

 



返還計画申請 

○返還の場合 

  下記にいずれかに該当した場合、返還の事由が生じた日から１５日以内に次の手続きが

必要となります。 

  ・契約が解除された。 

・養成施設を卒業した日から 1年以内に保育士の登録を受けなかった。 

・県内で別表（前頁）に定める児童の保護等の業務に従事しなかった。      

・児童の保護等の業務外の理由により死亡し、又は心身の故障により児童の保護の業務

に従事できなくなった。 

 

          ①修学資金の返還を開始する場合、以下の書類を提出。 

           ◎修学資金返還計画書（要領様式第１６号） 

             ※ 留年等の場合、返還猶予が認められる場合がありますので、

ご相談下さい。 

 

 

②県社協より「修学資金納入通知書」を送付。 

「修学資金納入通知書」に記載されている返還計画により、直ち

に返還していただきます。 

 

 

③返還が完了した場合は、県社協がお預かりしている「借用証書」等

を返却。 

 

 

 ＜返還期間及び返還方法＞ 

     ア 修学資金の貸付けを受けた期間に２．５を乗じた期間（返還の債務の履行が猶    

予されたときは、貸付を受けた期間に２．５を乗じた期間と猶予された期間を合計

した期間）内に、一括又は月賦均等払いにより返還しなければなりません。 

     ただし、繰り上げて返還することも可能です。 

     イ 返還金の支払方法は、提出された｢返還計画書｣により、群馬県社会福祉協議    

会が、修学生あてに返還の承認通知をするとともに、後日、払込取扱書を送付    

しますので、これにより最寄りのゆうちょ銀行又は郵便局の貯金窓口で納入し    

て下さい。 

 

 ＜延滞利息＞ 

     ア 正当な理由がなく修学資金を返還すべき日までにこれを返還しなかったとき     

は、当該返還すべき日の翌日から返還の日までの期間に応じ、返還すべき額に       

つき年５パーセントの割合（閏年の期間についても３６５日当たりの割合とす

る。）で計算した延滞利子を徴収します。 

 

 

貸付金の 

返還 

借用証書の 

返還 



（４）その他の手続き 
  

 ◇修学生又は連帯保証人の氏名、本籍地又は住所を変更したとき 

   ◎変更届（要領様式第１８号） 

   ◎変更内容がわかる次の書類のいずれか 

    ・住民票（婚姻による場合は戸籍抄本） 

    ・運転免許証の写し 

    ・パスポートの写し 

 

◇連帯保証人を変更したとき 

  ◎連帯保証人変更届願（要領様式第６号） 

  ◎連帯保証人に関する以下の書類のいずれか 

・住民票 

    ・運転免許証の写し 

    ・パスポートの写し 

 

◇就業先を変更したとき 

  ◎就業先変更届（要領様式第２１号） 

  ◎新就業先の在職証明書 

 

◇修学生が死亡したとき 

  ◎死亡届（要領様式第２２号） 

  ◎死亡診断書又は戸籍抄本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


